
 

 

 

 

 

 

建築工事積算基準等の運用 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成29年４月 

養父市まち整備部土地利用未来課 

 

 

 

 

 



（目的） 
この基準は、養父市の発注する建築工事を請負施工に付す場合における工事内訳書に

計上すべき当該工事の工事費（以下「工事費」という。）の積算について必要な事項を

定め、もって工事費の適正な積算に資することを目的とする。 

 

（用語の定義） 
１ 材料価格等 

  材料価格等とは、建築工事の積算に用いる材料価格及び機器類価格の物価資料等の掲

載価格及び見積書の見積価格をいう。  

２ 複合単価 

複合単価は、材料、労務、機械器具等の各要素と単位施工当たりに必要とされる数量

から構成される歩掛りに、次の単価等を乗じて算定する。 

ア 材料単価 

 材料単価は、物価資料の掲載価格等による。 

イ 労務単価 

  労務単価は、「公共工事設計労務単価」による。ただし、基準作業時間外の作業、

特殊条件による作業等については、労務単価の割増しを行うことができる。 

 ウ 機械器具費 

  機械器具損料は、「請負工事機械経費積算要領」（昭和４９年３月１５日付建設

省機発第44号）による。また、建設機械賃料は物価資料の掲載価格等による。 

 エ 仮設材費 

  仮設材費は、物価資料の掲載価格等による賃料又は材料の基礎価格に損料率を乗

じて算定する。 

３ 市場単価 

市場単価とは、建築工事費の一般的な構成の中の｢直接工事費｣に相当する｢資材費＋労

務費＋下請経費等｣を基本構成とする施工単位あたりの費用をいう。 

４ 物価資料等 

物価資料等とは、｢建設物価｣((一財)建設物価調査会)、｢積算資料｣((一財)経済調査会)、

｢建築コスト情報｣((一財)建設物価調査会)及び｢建築施工単価｣((一財)経済調査会)をい

う。 

５ 見積書 

見積書とは、専門工事業者・メーカー・商社等から徴取したものをいう。 

 

（内訳書） 
１ 内訳書の書式 

  公共建築工事の内訳書の書式は、「公共建築工事内訳書標準書式」（官庁営繕部）に

よるものとする。 

 

 



２ 構成 

内訳書は、工事内訳書、種目別内訳書、科目別内訳書、中科目別内訳書及び細目別内

訳書で構成する。 

ア 工事内訳書 

工事内訳書には、直接工事費及び共通費の種目の金額並びに消費税等相当額を記載

する。 

イ 種目別内訳書 

種目別内訳書は建物別、屋外、設備工事等の工事種目ごとに区分し、その種目の金

額を記載する。工事種目の区分は、設計図書による。なお、全体工事のうち、一部分

について全体工期より先に完成を指定した部分（指定部分）がある場合は、当該部分

を区分して記載する。 

ウ 科目別内訳書 

科目別内訳書は、設計図書の工事種目等を標準として直接工事費を科目に区分し、

その科目の金額を記載する。 

エ 中科目別内訳書 

中科目別内訳書は、科目別内訳において区分した科目をさらに主要な構成に従い区

分し、その中科目の金額を記載する。 

オ 細目別内訳書 

細目別内訳書は、各科目あるいは中科目に属する細目ごとに数量、単位、単価及び

金額を記載する。 

３ 内訳書の作成 

内訳書の作成は、設計図書に基づき適切に行う。 

４ 名称、摘要 

内訳書における名称、摘要等の記載事項については、「公共建築工事標準仕様書（建

築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）」、「公共建築改修工事標準仕様書（建

築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）」、「建築工事標準詳細図」、「公共建

築設備工事標準図（電気設備工事編、機械設備工事編）」及び「公共建築工事積算基準」

（いずれも官庁営繕部）に基づき記載する。 

 

（共通費） 
共通費は、次の各項について算定するものとし、具体的な算定については「公共建築

工事共通費積算基準」及び「公共建築工事積算基準等資料」第３編の定めによる。 

 

（数量） 
数量の算出は、「公共建築数量積算基準」及び「公共建築設備数量積算基準」（いず

れも官庁営繕部）による。 

 

 

 



（単価及び価格） 
１ 単価及び価格の適用 

単価及び価格の適用については、「公共建築工事標準単価積算基準」第２編から第５

編及び「公共建築工事積算基準等資料」第４編第２章から第５章による。 

単価採用の優先順位は次による。 

（１）市場単価 

（２）標準歩掛による複合単価 

（３）公共建築工事積算研究会参考歩掛による複合単価 

（４）物価資料等の「材工共」単価 

物価資料等を使用しての単価決定の方法は次による。 

ア 原則として起工時点の最新号に記載のあるものを使用する。 

イ 物価資料等に掲載地区が詳細に設定されている場合は、建設地に最も近い地区の

材料価格等を採用する。 

ウ 使用地域の優先順位は、県内、近畿圏内の順とする。 

掲載単価が公表価格の場合、もしくは専門業者の発行するカタログ等の場合は、

実勢価格に則した率で割り引き、内訳書中の備考欄に物価資料・カタログ等の略称、

ページ数、掛け率等を明記する。名称凡例は次による。 

物価資料・カタログ等の名称 記載する略称 

建設物価 建物 

積算資料 積算 

コスト情報 コスト 

施工単価資料 施工 

カタログ等 カタログ 

（５）見積書 

２ 見積り 

見積りは法定福利費が明記された見積書式とし、原則として３者以上
．．．．

から設計価格を

徴取する。ただし、見積書を徴取しようとする品目を取り扱っているメーカー・商社な

どの数が限定されている場合及び特別な事情がある場合はこの限りではない。 

また、見積比較表を作成し、内訳の一式計上はできるだけ避け、分析できる内容のも

のとする。 

見積比較表により、最低価格
．．．．

に実勢を考慮した率で減じた単価を採用する。ただし、

複数の品目をまとめて見積り徴した場合、工種ごとに(単価)×(数量)の合計額を比較し、

最低の見積り単価を採用する。 

参考資料：「公共建築工事見積標準書式集」（官庁営繕部） 

３ 材料価格等採用の優先順位 

積算に当って数量に乗じる材料価格等及び複合単価の作成に用いる材料価格等は、次

の優先順位により採用する。 

 

 



 （１）物価資料等 

 （２）メーカーカタログ等 

 （３）見積書 

 （４）独自その他 

４ 単価及び価格の取扱いについて 

（１）単価基準 単価及び価格の算定において材料価格、材料単価及び仮設材費は積算

資料及び建設物価等の価格の平均値
．．．

を採用する。 

市場単価は建築施工単価及び建築コスト情報に掲載されている「建築工事市場単

価」の平均値
．．．

を採用する。 

平均値を採用する場合の端数処理は有効上位３桁
．．．．．．

とする。ただし、千円未満の場

合は十円単位とし、百円未満の場合は一円単位とし、一円未満の場合は小数点以下

第２位とする。 

上記の端数処理の考え方と平均処理を行う前の資材単価の有効桁が異なっている

場合は、大きい方の有効桁数を採用する。（端数処理をおこなう場合は、四捨五入

とする。） 

（２）物価資料掲載価格、物価資料掲載価格の合算単価及び物価資料掲載価格の単位換

算単価の端数処理はおこなわない。ただし、単位換算をおこなった結果、小数点以

下第３位以降がある場合は小数点以下第２位とする。（端数処理をおこなう場合は、

四捨五入とする。） 

（３）細目別内訳書に計上する単価で、標準歩掛り等により算出された単価は、一円単

位とする。ただし、一円未満がある場合は小数第１位を四捨五入し一円単位とする。 

標準歩掛り等で算出した単価を標準歩掛り等に用いる場合は、小数点以下第２位

まで算定した単価を代入する。なお、単価算定時における金額（数量×単価）の有

効桁は、小数点以下第２位までとする。（小数点以下第３位以降がある場合は小数

点以下第３位を四捨五入して小数点以下第２位までとする。） 

別紙明細書にて算出した金額は、円単位とし一式計上する。 

ただし、一円未満がある場合は小数第１位を四捨五入し一円単位とする。 

（４）単価算定に用いる数量に小数点以下第６位以降がある場合は、小数点以下第６位

を四捨五入し小数点以下第５位までとする。 

５ 「その他」の率 

歩掛の「その他」の率は中間
．．
値
．
を標準とし、地域の特殊性等を考慮のうえ適切に定め

る。 

なお、交通誘導員等の率の設定がされていない工種等については、本来事業者が負担

すべき法定福利費相当額や会社経費を適切に反映した率を設定する。 

 

６ 市場単価等の補正 

  本来事業者が負担すべき法定福利費相当額を適切に反映するため市場単価の補正を行

 

 



う。市場単価の補正は下記による。 

  【新営工事の場合】（全館無人改修の場合も含まれる。） 

 市場単価 × 新営補正率 ＝ 新営補正市場単価 

  【改修工事の場合】 

市場単価 × 改修補正率 ＝ 改修補正市場単価 

  ※新営補正率及び改修補正率の値については、「公共建築工事積算基準等資料（最新

版）」第４編第１章表A-1、表E-1、表M-1に示す値を用いる。 

 

（設計図書の綴り順序） 
  綴り順序は次による。なお、変更設計の場合も同様である。 

 （１）内訳書 

 （２）数量計算書 

 （３）複合単価 

 （４）見積比較表 

 （５）見積書の原本 

 （６）単価等の根拠となる書類（カタログ等の写し） 

必要箇所にアンダーライン等で明示すること。 

 

 （７）特記仕様書 

 （８）図面 

 

（設計変更） 
１ 積算方法 

積算方法については下記による。 

ア 諸経費等は、当初設計の積算で使用した積算基準による。 

イ 数値の増減等により「主たる工種」が変わっても当初設計の工種とする。 

ウ 変更工種は、当初設計時点の歩掛及び単価で積算する。ただし、諸般の事情からや

むを得ず、前設計に対応する工種等の無い工種を新規に追加する場合は、変更契約

時点の歩掛及び単価とする。 

２ 表示 

変更設計は、変更箇所のみ元設計を上段にカッコ書き、変更設計を下段の二段書きと

し、当初からなかった項目は「-」で表示する。 

 

（建設副産物） 
建設副産物の処理に関する積算は「産業廃棄物処理料金一覧表」を基に、工事現場か

ら処理施設等までの運搬及び受け入れに要する費用の最低価格を採用する。また、現場

より各処分場までの距離を示し、地図を添付すること。 

 

 



（その他） 
工事予算との調整を行うため、概算工事費が確定した段階で市と協議を行うこと。 

  

  

 

 

 


